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医療法人 青仁会  

 

【退職金規程】 

 

(適用範囲) 

第一条   就業規則第六十九条に定める職員の退職金については本規程によるものとします。 

 

(退職金支給の除外) 

第二条   次の各号の一に該当する者については退職金を支給しません。 

１） 勤続３年未満の者 

２） 年俸制で雇用された者 

３） 懲戒解雇された者 

 

(受給権者) 

第三条   職員が死亡した場合の退職金は、死亡当時の本人の収入により生計を維持していた遺族に支

給します。 

 

   二、 前項の遺族の範囲および支給順位については労働基準法施行規則第42条から第45条の定め

るところによります。 

 

(勤続年数の算出) 

第四条   勤続年数は本採用日から起算し退職の日までとする。但し、勤続年数中に長期の欠勤がある

ときはこれを算入しません。  

 

   二、 勤続年数の１年未満は、１ヶ月につき１２分の１を加算します。但し、１ヶ月未満は切り上

げます。 

 

(金額の端数計算) 

第五条   退職金の端数計算に於いて円未満の端数は切り上げます。 

 

(支払い時期) 

第六条   退職金の支給は退職後速やかに全額を支払います。但し、本人の在職中の行為で懲戒解雇に

相当するものが発見されたときは、退職金を支給しません。 

 

(弁済義務による控除) 

第七条   退職の際、施設に弁済すべき債務があるときは、退職金からこれを控除します。 

 

(退職慰労金) 

第八条   在職中に勤務成績が優秀であった者、及び特に功労のあった者に対しては、慰労金を支給す

ることがあります。なお、その額についてはその都度定めます。 

 

(支給額) 

第九条   職員が退職する場合には、別表に定めた支給基準率により退職金を支給します。 

 

二、  職員の退職する事由が以下の場合には別表Ａにより支給します。 

１） 自己の都合 

２） 業務外の事由による傷病 

３） 定年退職 

 

二、 職員の退職する事由が以下の場合には別表Ｂにより支給します。 
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１） 死亡 

２） 業務上の事由による傷病 

３） やむを得ない業務上による解雇 

 

(退職金共済契約の適用) 

第十条   退職金共済契約に基づいて中小企業退職金共済事業団から退職金を受ける場合には、その金

額を退職金の額より控除します。 

 

(別表)   退職金支給率基準表 

勤続年数  支給率Ａ  支給率Ｂ 勤続年数  支給率Ａ  支給率Ｂ 

  １  対象外  対象外   １１  １１．１  １１．１ 

  ２  対象外  対象外   １２  １２．２  １２．２ 

  ３  １．８  ２．４   １３  １３．３  １３．３ 

  ４  ２．４  ４．０   １４  １４．４  １４．４ 

  ５  ３．０  ５．０   １５  １５．５  １５．５ 

  ６  ４．５  ６．０   １６  １６．６  １６．６ 

  ７  ５．２５  ７．０   １７  １７．７  １７．７ 

  ８  ６．０  ８．０   １８  １８．８  １８．８ 

  ９  ６．７５  ９．０   １９  １９．９  １９．９ 

 １０  ７．５ １０．０   ２０  ２１．０  ２１．０ 

勤続年数２０年以上は勤続年数２０年の支給で打ち切り慰労金を支給加算します。 

 

 

 

        平成２０年４月１日   第一条     改定 

 


